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注
１
）
総
務
省
で
整
備
す
る
「
社
会
・
人
口
統
計
体
系
（
統
計
で
み
る
都
道
府
県
・
市
区
町
村
）」

と
消
防
庁
等
の
関
係
機
関
に
お
い
て
公
表
さ
れ
て
い
る
被
災
状
況
等
の
デ
ー
タ
を
整
理
し
た
デ
ー
タ
集
を
作

成
。

 

注
２
）
人
工
衛
星
画
像
を
基
に
、
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の
浸
水
範
囲
概
況
図
（
国
土
地
理
院
）
等
の
資
料
を
活
用
し
な
が
ら
目
視
判
断
に
よ
り
、
農
地
が
流
失
又
は
冠
水
し
た
と
思
わ
れ
る
農
地
を
推
定
し
て

求
積
。
 

注
３
）
農
林
水
産
省
地
方
支
分
部
局
の
職
員
が
、
関
係
者

か
ら
の
情
報
収
集
結
果
を
基
に
2
0
1
0
年
世
界
農
林
業
セ
ン
サ
ス
結
果
に
乗
じ
て
集
計
。
 

注
４
）
農
林
水
産
省
地
方
支
分
部
局
の
職
員
が
、
関
係
者

か
ら
の
情
報
収
集
結
果
を
基
に
2
0
0
8
年
漁
業
セ
ン
サ
ス
結
果
に
乗
じ
て
集
計
。
 

注
５
）
被
災
県
の
主
要
な
農
林
水
産
統
計
デ
ー
タ
を
集
約
す
る
と
と
も
に
、
地
震
・
津
波
の
規

模
・
被
害
状
況

、
農
林
水
産
業
被
害
の
規
模
、
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
の
影
響
、
農
業
・
漁

業
経

営
体
の
被
災
・
経
営
再
開
状
況
な
ど
も
含
め
、
東
日

本
大
震
災
に
関
し
て
農
林
水
産
業
の
状
況
を
概
括
。
 

注
６
）
農
林
水
産
省
地
方
支
分
部
局
の
職
員
が
、
平
成
2
4
年
３
月
1
1
日
時
点
に
お
け
る
被
災
農
地
の
復
旧
完
了
面
積
を
関
係
機
関
か
ら
の
情
報
収
集
を
基
に
現
地
確
認
し
て
把
握
。
 

注
７
）
上
記
の
統
計
情
報
を
用
い
た
情
報
提
供
以
外
に
も

各
府
省
は
行
政
記
録
を
用
い
て
、
被
災
状
況
の
把
握
等
に
つ
い
て
の
情
報
提
供
を
行
っ
て
い
る
。
 

注
８
）
農
林
水
産

省
が
地
方
支
分
部
局
を
通
じ
て
実
施
す
る
農
畜
産
物
生
産
量
統
計
、
農
業
物
価
統
計
調
査
、
卸
売
市
場
統
計
等
の

結
果
及
び
市
町
村
農
業
団
体
等
か
ら
の
情
報
収
集
に
よ
っ
て
把
握
し
た
個
別
農

産
物
の
生
産
量
及
び
価
格
か
ら
算
出
。
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統計の作成等 名簿作成
　内閣府 1 1 0

消費動向調査 1 1 0
　総務省 46 42 4

国勢調査（※） 12 12 0
家計調査（※） 6 6 0
住宅・土地統計調査（※） 2 2 0
労働力調査（※） 4 4 0
経済センサス‐基礎調査（事業所・企業統計）（※） 13 9 4
経済センサス‐活動調査（※） 1 1 0
全国消費実態調査（※） 3 3 0
小売物価統計調査（※） 1 1 0
社会生活基本調査（※） 1 1 0
科学技術研究調査（※） 3 3 0

　財務省 6 5 1
法人企業統計調査（※） 6 5 1

　文部科学省 109 98 11
学校基本調査（※） 84 75 9
学校教員統計調査（※） 6 6 0
社会教育調査（※） 3 2 1
学校保健統計調査（※） 1 1 0
学校における教育の情報化の実態等に関する調査 8 7 1
児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 3 3 0
地方教育費調査 2 2 0
子どもの学習費調査 1 1 0
大学等におけるフルタイム換算データに関する調査 1 1 0

　厚生労働省 205 195 10
医療施設調査（※） 14 11 3
患者調査（※） 13 13 0
国民生活基礎調査（※） 31 31 0
人口動態調査（※） 21 20 1
毎月勤労統計調査（※） 2 2 0
賃金構造基本統計（※） 7 7 0
21世紀出生児縦断調査 10 10 0
21世紀成年者縦断調査 15 15 0
中高年者縦断調査 3 3 0
介護サービス施設・事業所調査 13 10 3
介護給付費実態調査 17 17 0
公的年金加入状況等調査 1 1 0
雇用均等基本調査 3 3 0
雇用動向調査 6 6 0
社会医療診療行為別調査 3 3 0
社会福祉施設等調査 9 7 2
就業形態の多様化に関する総合実態調査 1 1 0
就労条件総合調査 2 2 0
出生動向基本調査 14 14 0
受療行動調査 1 1 0
人口移動調査 4 4 0
世帯動態調査 5 5 0
能力開発基本調査 1 1 0
病院報告 4 3 1
福祉行政報告例 2 2 0
医師・歯科医師・薬剤師調査 3 3 0

資料17　　法第32条に基づく調査票情報の二次利用　実績（平成24年度）

区分 利用件数
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　農林水産省 82 77 5
農林業センサス（※） 36 34 2
漁業センサス（※） 3 0 3
農業経営統計調査（※） 20 20 0
食品循環資源の再生利用等実態調査（※） 1 1 0
集落営農実態調査 10 10 0
新規就農者調査 4 4 0
なたね、そば等生産費調査 1 1 0
農業物価統計 1 1 0
木材流通統計調査 1 1 0
集落営農活動実態調査 1 1 0
農業・農村の６次産業化総合調査 1 1 0
農業構造動態調査 3 3 0

　経済産業省 129 106 23
ガス事業生産動態統計調査（※） 1 1 0
経済産業省生産動態統計調査（※） 31 31 0
経済産業省企業活動基本調査（※） 27 21 6
経済産業省特定業種石油等消費統計（※） 5 4 1
工業統計調査（※） 20 13 7
商業統計調査（※） 7 2 5
商業動態統計調査（※） 3 3 0
特定サービス産業実態調査（※） 3 1 2
本邦鉱業のすう勢調査（※） 1 1 0
海外現地法人四半期調査 1 1 0
海外事業活動基本調査 14 14 0
外資系企業動向調査 1 1 0
中小企業実態基本調査 10 9 1
知的財産活動調査 2 2 0
特定サービス産業動態統計調査 2 1 1
情報処理実態調査 1 1 0

　国土交通省 47 41 6
建設工事受注動態統計調査（※） 2 0 2
建設工事施工統計調査（※） 2 1 1
建築着工統計調査（※） 5 4 1
法人土地基本調査（※） 2 2 0
自動車輸送統計調査（※） 1 1 0
鉄道車両等生産動態統計調査（※） 1 0 1
建設資材・労働力需要実態調査 1 0 1
住生活総合調査 1 1 0
全国貨物純流動調査 6 6 0
京阪神都市圏物資流動調査 1 1 0
全国都市交通特性調査 3 3 0
大都市交通センサス 2 2 0
東京都市圏パーソントリップ調査 4 4 0
中京都市圏パーソントリップ調査 2 2 0
京阪神都市圏パーソントリップ調査 3 3 0
パーソントリップ調査 7 7 0
観光地域経済調査 1 1 0
訪日外国人消費動向調査 2 2 0
旅行・観光消費動向調査 1 1 0

合　計 625 565 60

注）　調査名の末尾に「（※）」を付した統計調査は、基幹統計調査（統廃合されたものを含む。）であることを示す。
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資料18　法第33条に基づく調査票情報の提供　実績（平成24年度）

統計の作成
等

名簿作成 公的機関
（１号）

調査研究（２
号）

特別な事由
（３号）

総務省 361 236 125 35 3 32 0
国勢調査（※） 50 50 0 2 1 1 0
住宅・土地統計調査（※） 17 17 0 2 1 1 0
労働力調査（※） 50 50 0 4 0 4 0
小売物価統計調査（※） 34 34 0 0 0 0 0
家計調査（※） 8 8 0 4 0 4 0
個人企業経済調査（※） 2 2 0 0 0 0 0
科学技術研究調査（※） 7 4 3 0 0 0 0
就業構造基本調査（※） 5 5 0 5 1 4 0
全国消費実態調査（※） 8 8 0 6 0 6 0
社会生活基本調査（※） 5 5 0 2 0 2 0
経済センサス‐基礎調査（事業所・企業統計調査を含む）（※） 169 48 121 8 0 8 0
経済センサス‐活動調査（※） 5 5 0 0 0 0 0
単身世帯収支調査 0 0 0 1 0 1 0
貯蓄動向調査 0 0 0 1 0 1 0

産業連関構造調査（企業の管理活動等に関する実態調査） 1 0 1 0 0 0 0

財務省 9 8 1 2 0 2 0
法人企業統計（※） 9 8 1 2 0 2 0

文部科学省 224 221 3 2 1 1 0
学校基本調査（※） 211 210 1 1 0 1 0
学校保健統計調査（※） 2 2 0 0 0 0 0
社会教育調査（※） 7 5 2 0 0 0 0
学校教員統計調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
全国イノベーション調査 0 0 0 1 1 0 0
体育・スポーツ施設現況調査 1 1 0 0 0 0 0
体力・運動能力調査 2 2 0 0 0 0 0

厚生労働省 1,228 1,225 3 110 1 106 3
人口動態調査（※） 805 805 0 32 1 28 3
薬事工業生産動態統計（※） 38 38 0 0 0 0 0
医療施設調査（※） 96 96 0 6 0 6 0
患者調査（※） 68 68 0 5 0 5 0
賃金構造基本統計調査（※） 51 51 0 4 0 4 0
国民生活基礎調査（※） 12 11 1 14 0 14 0
21世紀出生児縦断調査 0 0 0 5 0 5 0
21世紀成年者縦断調査 0 0 0 8 0 8 0
医師・歯科医師・薬剤師調査 3 3 0 4 0 4 0
衛生行政報告例 0 0 0 1 0 1 0
医療給付実態調査 1 1 0 0 0 0 0
介護サービス施設・事業所調査 19 19 0 1 0 1 0
介護給付費実態調査 1 1 0 0 0 0 0
国民健康・栄養調査 36 36 0 14 0 14 0
雇用動向調査 1 1 0 2 0 2 0
社会医療診療行為別調査 1 1 0 0 0 0 0
社会福祉施設等調査 17 17 0 0 0 0 0
社会保障生計調査 0 0 0 1 0 1 0
就業形態の多様化に関する総合実態調査 1 1 0 0 0 0 0
受療行動調査 0 0 0 1 0 1 0
循環器疾患基礎調査 0 0 0 2 0 2 0
障害者雇用実態調査 1 1 0 0 0 0 0
地域保健・健康増進事業報告 23 23 0 0 0 0 0
中高年者縦断調査 0 0 0 4 0 4 0
能力開発基本調査 0 0 0 1 0 1 0
病院報告 49 49 0 2 0 2 0
福祉行政報告例 0 0 0 1 0 1 0
労使関係総合調査（労働組合基礎調査） 5 3 2 0 0 0 0
乳幼児身体発育調査 0 0 0 1 0 1 0

農林水産省 16 15 1 5 0 5 0
農林業センサス（農業センサスを含む）（※） 3 2 1 1 0 1 0
漁業センサス（※） 1 1 0 0 0 0 0
牛乳乳製品統計調査（※） 2 2 0 0 0 0 0
米生産費統計調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
農業経営統計調査（農家経済調査を含む）（※） 4 4 0 2 0 2 0
漁業経営統計調査 0 0 0 1 0 1 0
なたね、そば等生産費調査 1 1 0 0 0 0 0
農業組織経営体経営調査 1 1 0 1 0 1 0
林業経営統計調査 1 1 0 0 0 0 0
内水面漁業生産統計 2 2 0 0 0 0 0

区分
33条第１号 33条第２号
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統計の作成
等

名簿作成 公的機関
（１号）

調査研究（２
号）

特別な事由
（３号）

区分
33条第１号 33条第２号

経済産業省 526 411 115 5 0 5 0
工業統計調査（※） 288 187 101 0 0 0 0
経済産業省生産動態統計調査（※） 54 53 1 0 0 0 0
経済センサス-活動調査（※） 48 48 0 0 0 0 0
商業統計調査（※） 21 15 6 0 0 0 0
商業動態統計調査（※） 4 4 0 0 0 0 0
特定サービス産業実態調査（※） 3 1 2 0 0 0 0
経済産業省特定業種石油等消費動態統計調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
経済産業省企業活動基本調査（※） 26 26 0 4 0 4 0
商品流通調査 4 0 4 0 0 0 0
情報処理実態調査 2 1 1 0 0 0 0
中小企業実態基本調査 1 1 0 0 0 0 0
特定サービス産業動態統計調査 7 7 0 0 0 0 0
海外事業活動基本調査 12 12 0 1 0 1 0
工場立地動向調査 55 55 0 0 0 0 0

国土交通省 114 114 0 10 3 3 4
建築着工統計調査（※） 3 3 0 0 0 0 0
自動車輸送統計調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
内航船舶輸送統計調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
法人建物調査 1 1 0 0 0 0 0
住生活総合調査 3 3 0 0 0 0 0
自動車燃料消費量調査 1 1 0 0 0 0 0
全国貨物純流動調査 8 8 0 2 1 1 0
全国都市交通特性調査（全国都市パーソントリップ調査を含む） 5 5 0 1 0 1 0
大都市交通センサス 10 10 0 2 2 0 0
東京都市圏パーソントリップ調査 11 11 0 1 0 1 0
中京都市圏パーソントリップ調査 9 9 0 0 0 0 0
京阪神都市圏パーソントリップ調査 12 12 0 3 0 0 3
パーソントリップ調査 9 9 0 1 0 0 1
宿泊旅行統計調査 31 31 0 0 0 0 0
旅行・観光消費動向調査 1 1 0 0 0 0 0
観光地域経済調査 1 1 0 0 0 0 0
訪日外国人消費動向調査 7 7 0 0 0 0 0

合　計 2,478 2,230 248 169 8 154 7
（参考）　内訳（提供先）
国 159 131 28 1 0 1 0
地方公共団体 2,198 1,989 209 0 0 0 0
大学 52 51 1 139 6 130 3
独立行政法人等その他 69 59 10 29 2 23 4

注）区分欄の統計調査名の末尾に「（※）」を付した統計調査は、基幹統計調査であることを示す。

　　提供先の属性（国、地方公共団体、大学、独法等その他の別）について、国立大学法人は、「大学」に含まれる。

　　また、機関に所属する者が個人として統計法第33条第2号に基づき調査票情報の提供を受ける場合も所属する機関の分類に含めている。
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（平成25年3月末現在）

（１）オーダーメード集計の利用可能な統計調査

統計調査名 提供対象 統計調査数
年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の
提供数

1 5 3 12 3 16 3 19

法人企業景気予測調査
（財務省と共管）

平成16年４－６月期～24年7－9
月期 1 5 1 6 1 7 1 8

企業行動に関するアンケート調査 平成18年度～平成23年度 0 0 1 3 1 5 1 6

消費動向調査 平成19年度～平成23年度 0 0 1 3 1 4 1 5

1 4 8 36 8 52 8 74

国勢調査 平成２年、７年、12年、17年 1 4 1 4 1 4 1 4

労働力調査
平成元年１月～平成23年12月
（月次調査） 0 0 1 20 1 22 1 23

家計消費状況調査
平成14年１月～平成23年12月
（月次調査） 0 0 1 2 1 9 1 10

住宅・土地統計調査 平成５年、10年、15年、20年 0 0 1 2 1 4 1 4

就業構造基本調査 平成４年、９年、14年、19年 0 0 1 2 1 4 1 4

社会生活基本調査 平成３年、８年、13年、18年 0 0 1 1 1 4 1 4

家計調査
平成元年１月～平成23年12月
（月次調査） 0 0 1 4 1 4 1 23

全国消費実態調査 平成16年、21年 0 0 1 1 1 1 1 2

1 5 2 33 2 35 2 37

法人企業景気予測調査
（内閣府と共管）

平成16年４－６月期～24年7－9
月期 1 5 1 6 1 7 1 8

年次別法人企業統計調査 昭和58年度～平成23年度 0 0 1 27 1 28 1 29

1 1 1 2 1 3 1 4

学校基本調査 平成20年度～23年度 1 1 1 2 1 3 1 4

1 1 3 4 5 9 5 14

賃金構造基本統計調査 平成18年～23年 1 1 1 2 1 3 1 6

人口動態調査（出生票、死亡票） 平成19年～21年 0 0 1 1 1 2 1 3

毎月勤労統計調査（特別調査） 平成21年～23年 0 0 1 1 1 2 1 3

医療施設（静態）調査 平成20年 0 0 0 0 1 1 1 1

患者調査 平成20年 0 0 0 0 1 1 1 1

2 3 3 5 3 6 4 7

農林業センサス 平成17年、22年 1 1 1 1 1 2 1 2

漁業センサス 平成15年、20年 1 2 1 2 1 2 1 2

海面漁業生産統計調査 平成19年～20年 0 0 1 2 1 2 1 2

木材統計調査（月別・製材統計調査） 平成23年 0 0 0 0 0 0 1 1

0 0 0 0 1 3 1 4

経済産業省企業活動基本調査
平成20年度調査～23年度調査
（19年度実績～22年度実績） 0 0 0 0 1 3 1 4

0 0 1 1 1 2 1 4

建築着工統計調査
平成21年4月～平成24年3月
（月次調査） 0 0 1 1 1 2 1 4

6 14 20 87 23 119 24 155

1 5 1 6 1 7 1 8

短観（全国企業短期経済観測調査）
平成16年3月調査から平成24年6
月調査までの各調査回 1 5 1 6 1 7 1 8

計

注）共管調査（複数の府省が共同で行う調査）については、共管の府省にそれぞれ計上しているため、各府省ごとの件数と合計は一致しない。

経済産業省

国土交通省

(参考)

日本銀行

厚生労働省

資料19　オーダーメード集計及び匿名データの利用可能な統計調査

文部科学省

平成21年度 平成24年度

農林水産省

平成23年度平成22年度
府省名

内閣府

総務省

財務省

155



（２）　匿名データの利用可能な統計調査

統計調査名 提供対象 統計調査数
年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の
提供数

4 13 4 13 5 33 5 34

全国消費実態調査 平成元年、６年、11年、16年 1 4 1 4 1 4 1 4

社会生活基本調査 平成３年、８年、13年、18年 1 3 1 3 1 4 1 4

就業構造基本調査 平成４年、９年、14年 1 3 1 3 1 3 1 3

住宅・土地統計調査 平成５年、10年、15年 1 3 1 3 1 3 1 3

労働力調査
平成元年１月～平成20年12月
（月次調査） 0 0 0 0 1 19 1 20

0 0 0 0 1 1 1 2

国民生活基礎調査 平成13年、16年 0 0 0 0 1 1 1 2

4 13 4 13 6 34 6 36計

府省名
平成22年度

総務省

厚生労働省

平成21年度 平成23年度 平成24年度
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